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■要約
近年，OTAの台頭により沖縄等のリゾートホテルにおいてもレベニューマネジメ
ントの重要性が高まっている。しかし，これらの地区においては都市部と異なり，
依然としてリアルエージェントの影響力は大きく，リアルエージェントとOTAを使
い分けた新しい収益管理の方法が必要になってきている。そこで本論文では，イン
タビュー調査に基づき，リゾートホテルにおける収益管理の現状と課題を明らかに
する。
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■Abstract
Recently, the importance of revenue management in Japanese resort hotels is in-
creasing with growth of OTAs（Online Travel Agents）. However, resort hotels in
remote places should implement revenue management practices different from
city hotels, since real travel agents have still large market share. In this situation,
resort hotels have started to implement new integrated revenue management
method. In this paper, we clarified the actual condition and problems of revenue
management in resort hotels based on the interview survey.
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１ はじめに

近年，沖縄地区に代表される観光地において，
急速にレベニューマネジメント１）の重要性が高
まっている。ネットエージェント（OTA）２）や
LCC（Low Cost Carrier）の台頭，航空会社のチ
ケットの販売方法の変化，旅行者の意識の変化，
さらには SNSの登場と浸透により，これまでの
リアルエージェントに依存した販売方法から，リ
アルエージェントと OTAとを使い分けた，新し
い収益管理の方法が必要になっているためである。
このような状況のもと，筆者らは２００９年より
沖縄地区と北海道地区のリゾートホテルにおける
収益管理の方針及びその方法についての研究を
行ってきた（青木・植竹，２００９，２０１１；植竹・青
木，２０１１，２０１２，２０１３）。従来，多くのリゾートホ
テルでは，リアルエージェント主導の収益管理が
行われてきた。しかし，前述したように，近年で
は，レベニューマネジメントを取り入れた OTA

主導の収益管理が必要不可欠となってきている。
その結果，両者をミックスした新しい収益管理が
多くのホテルにおいて試みられている。しかし，
個別の収益管理についてはいくつかの文献がある
ものの，両者を統合した収益管理については，ほ
とんど検討がなされていないのが現状である。本
論文ではその点に着目し，リゾートホテルにおけ
る新しい収益管理の現状と問題点を明らかにする
ことを目的とする。

本論文の構成は，次のとおりである。第２節で
は，リゾートホテルにおける２種類の収益管理実
務の現状について検討し，その特徴を明らかにす
る。第３節では，実際の収益管理の決定権を持つ
支配人もしくはマネージャー等に対して行ったイ
ンタビュー結果を示す。第４節では，インタ
ビュー調査から得られた知見に基づき，収益管理
の運用と現状の評価について検討する。そして第
５節で本論文をまとめる。

２ リゾートホテルにおける収益管理実
務の現状

本節では，リゾートホテルにおけるリアルエー
ジェントを経由して販売を行う収益管理実務と
OTA主導の収益管理実務の現状について考察す
る。

２．１ リアルエージェント主導の収益管理実務
まず，リアルエージェントを経由して販売を行
う場合の収益管理実務について検討する。OTA

の普及前は，多くのホテルは前述したようにリア
ルエージェント主導で収益管理を実施していた
（図表１参照）。その場合，リアルエージェントは
ホテルの代わりにパンフレットの作成や店舗にお
ける宣伝活動を行い，顧客からの要望や質問に対
応し，顧客に対して販売活動を行うことになる。
したがって，各ホテルの主たる営業活動は，リア
ルエージェントに対して販売条件および価格の交
渉を行うことであった。

図表１ リアルエージェント主導の販売活動
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このような状況のもと，多くのリゾートホテル
は，リアルエージェントの取り扱う商品ごとの
リードタイムの違いを用いて日本型のレベニュー
マネジメントを実施していた。エージェントに多
くのアロットメント（客室の割り当て）を与えて
いる状態において，販売を開始してからホテルが
需要動向に応じて営業政策を変更することは困難
である。なぜなら，自社でコントロールできる余
地が小さく，販売経路がリアルエージェント主導
で決定されるからである。したがって，リゾート
ホテルでは，客室販売を委託するエージェントを
需要動向に応じて選択，変更することで販売戦略
を修正してきた。この方法が可能であるのは，リ
アルエージェントごとに旅行プランのリードタイ
ムとターゲット顧客が異なっているためである。
具体的には，多くのリゾートホテルにおいては
ブッキングの状況が芳しくない場合は，３ヶ月前
であれば販売価格の安いメディア系と呼ばれる
エージェントに客室を卸したり，直前の１～２週
間前であれば自社のブランドや全体の価格体系に
あまり大きな影響を及ぼさないクローズドセグメ
ントである地元のエージェントに安い価格で客室
を卸したりすることで需要の喚起を行ってきた。
また，個別の会員組織を持つホテルにおいては，
クローズドセグメントである会員に対して同様の
施策が頻繁に実施されてきた。
以上の方法は，現在でも多くのリゾートホテル

で行われている。販売開始時には様々な特典をつ
けて高い価格で販売し，その後，需要動向を確認
しながらより価格の低い商品を別のエージェント
を経由して短いリードタイムで販売することで，
最終的に客室の稼動率を向上させることを目指し
ている。そして，低価格の商品には高い商品と特
典や条件で差を付け，顧客のスイッチング・コス
トを高めることも行われている。このような方法
は一見，レベニューマネジメントと近い方法のよ
うに見えるが，交渉時に決めた価格を変えること
はできない点や，商品プランの出し入れを自由に
行えない点において，レベニューマネジメントと
は異なっている。

２．２ OTA主導の収益管理実務
近年，OTAの拡充と利用者の意識の変化に伴
い，リゾートホテルにおいても OTAのシェアが
向上している。OTAを経由して客室を販売する
場合，レベニューマネジメントを実施することが
可能であるが，リアルエージェントに任せていた
宣伝や販売活動をホテル自身で実施する必要もあ
り，従来のリアルエージェント主導の収益管理実
務とは異なる収益管理実務が必要となる。
具体的な OTA主導の収益管理実務は，外部環

境とホテルのハードウェアを基に対象とする顧客
を決め，その顧客層に対して販売戦略を立て，そ
の戦略に基づいてレベニューマネジメントを実施

図表２ レベニューマネジメントを導入した販売活動
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するという流れになる（図表２参照）。需要予測
を基に，価格と販売客室数及び販売チャネルを決
定し，あとは予約状況を見ながら収益が最大化す
るように調整するといった PDCAサイクルを回
していくことになるが，各ホテルの置かれている
状況やハードウェア，販売戦略及び主要な販売
チャネルによってその運用方針は異なってくる。

３ インタビュー調査

前述したように，リゾートホテルをとりまく外
部環境や販売戦略によって収益管理の運用方針は
様々である。では，この運用方針の差は何に起因
しているのであろうか。筆者達は，６社の異なる
経営環境と販売戦略を持つ沖縄地区のリゾートホ
テルに対してインタビュー調査を実施した。
具体的には，実際の戦略の決定権を持つ支配人
もしくはマネージャーを対象に，以下の項目につ
いて，半構造化インタビューを実施した。以下は
その内容である。

⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
⑵ 収益管理の運用について
⑶ 収益管理の現状の評価について

３．１ ホテルA（２０１４年１２月２５日にインタビュー）
⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
当ホテルは２つのブランドに分かれていて，異

なる方針で価格設定をしている。高価格帯のホテ
ルは上質だが華美ではないホテルを目指し，稼働
率は気にせず，適正と思われる価格で販売する。
通常の価格帯のホテルは，予約状況と需要予測を
見ながらインバウンドも含め対応していく。オー
バーブッキングは行っていない。エージェントへ
のオーバーアロットもしない方針を立てている。
販売の方針としては，部屋数ベースでインター
ネット系が３割超えることが目標である。だいた
い OTAが３割，リアルエージェントが７割のイ
メージである。修学旅行も狙っていくべきセグメ

ントと考えており，建物もそれに合わせて設計し
てある。
⑵ 収益管理の運用について
まず，客室が売れる日と売れない日を区別する
ことが重要である。予想される稼働率に応じて
３６５日をいくつかのグループに分けるが，このグ
ループを何段階まで細かく設定できるかが非常に
重要であると考えている。このホテルでは，１４
段階に分けている。そして，そのことを従業員全
員が共有することが大切である。稼働予想が高い
日や中間の段階の日は対処のしようがあるが，稼
働率予想が非常に低い日についてはどうしようも
ないので，どのようなアイデアでも良いので売る
ように営業に指示している。特日（非常に高い稼
働率が期待される日）を見つけるのはレベニュー
マネージャーの仕事であり，稼働が低い日の客室
を売るのが営業の仕事であると考えている。価格
設定については，他社の動きを注視して合わせて
いく。レベニューマネージャーに対しては，価格
を上げる権限を与えているが，価格を一定以上引
き下げる場合には，総支配人と相談のうえで実施
するようにしている。
⑶ 収益管理の現状の評価について
当ホテルはポテンシャルはあると思うが，開業
間もないので，まだデータがほとんどなく試行錯
誤している段階である。個人的には，収益向上の
ためには，ホームページが重要であると考えてお
り，ホームページのコンバージョン率（ホーム
ページの閲覧から客室の購入に至る割合）を向上
させたいと考えている。ターゲット顧客を明確化
し，競合ホテルのホームページ等を参考にしなが
ら，もっと好ましいホームページを作りたいと
思っている。

３．２ ホテルB（２０１４年１２月２５日にインタビュー）
⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
国内及び国外の OTAと自社ホームページは，
基本的には同じ価格で販売している。商品プラン
も全ての OTAで同一である。本当は自社ホーム
ページを優遇すべきかもしれないが，当ホテル側
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の作業負担が増えるので現状を考えるとあまりよ
くないし，自社のチャネルがあまり強くないとい
うことも起因している。
リアルエージェント向けに出している価格と，

OTA向けに出している価格は，以前は同じで
あった。今年は OTA経由の販売の調子がよく，
単価を向上させることができたので，平均販売単
価はリアルエージェントよりも OTAの方が高い。
価格の上げ下げは，週に１回は見直している。

しかし，実際に価格を変更するのは月に１回程度
である。沖縄はシーズナリティが判子で押したよ
うにはっきり出てくるので，旅行の需要にピッタ
リはまっている感じがしている。
商品プランを決める方針としては，ターゲット
顧客を明確化し，基本的なプランをベースに作成
する。早割りのプランは１種類に集約している。
ベースとして出ているプラン数は１０～１５種類ぐ
らいで，タイムセールやクリスマス等の季節のも
のが出たり入ったりする。特定のターゲットを想
定した商品は，ロングテール的な売れ方を期待し
ている。プランは多すぎると手間がかかるの
で，１０～１５ぐらいがちょうどよいと考えている。
似たようなプランを同時に販売することはしない。
価格帯の幅は広く設定しており，高い料金帯のプ
ランも持っている。プランの改廃については，販
売数量が一つの判断基準にはなるが，それだけで
はない。タイムセールは，最安値のルールに抵触
しない DP（ダイナミックパッケージ）でやって
いる。単品では行っていない。
⑵ 収益管理の運用について
レベニューマネージャーとして，組織としても，
現場に理解してきてもらえている。営業との確執
はそれほどなかった。現状では，勝手な料金がレベ
ニューマネージャーの知らないところで提示され
たり，客室が勝手に販売されたりすることはなく
なってきている。ただ，沖縄ならではのやり方は無
視できないので，営業部門の考えは基本的に尊重
している。
以前はエージェントごとに部屋を割り当ててい
たが，今はやめている。部屋数のコントロールは，

営業部のルームコントローラーが行っている。営
業の仕事は商品の造成がメインであり，その他に
は団体の対応を行っている。最終的な決定はレベ
ニューマネージャーが行っている。営業部にもだ
いぶレベニューマネジメントの意識が浸透してお
り，仕事がやりやすくなってきている。
毎月重視している尺度はいくつかあるが，結果
の尺度としては RGI（Revenue Generation Index）
を重視している。顧客別の宿泊日数は把握しては
いるが，連泊数はあまり注視していない。むしろ，
ダブルオキュパンシー（１室あたりの平均宿泊者
数）を増やすことを重視しており，それに向けて
リノベーションも行った。閑散期は難しいが，繁
忙期なら様々な取り組みができる。リアルエー
ジェント経由の販売はコントロールが効かないの
で，ネットで３，４名収容のプランを出していく。
あと基本的には，RevPARを見ていく。単価でと
れる月と稼働でとる月があるのは事実だが，那覇
はそんなに稼働が落ちる月はなく，稼動が低い月
でも６，７割は見積もれる。
⑶ 収益管理の現状の評価について

OTAのシェアは自然に増加していくと考えて
いる。ただ，リアルエージェント経由の売上がな
くなることはない。売上高の構成比率も，意図的
に大きく変えようとは思っていない。売上に占め
る団体比率を考えると現実的ではないからである。
今後の OTAのシェアの見通しとしては，コンス
タントに２０％あるぐらいが一番良いと考えてい
る。売上に占めるインバウンドの比率は２割ぐら
いであり，現状では，増やそうとも減らそうとも
思っていない。料金的にはハイシーズン以外はイ
ンバウンド料金が存在していて，少し価格を下げ
たものを出している。ただ，基本的には通年で出
しているので，ハイシーズンでもインバウンドの
売上がなくなることはない。今後インバウンドは
重視すべきセグメントと考えているが，完全には
まる気はない。

３．３ ホテルC（２０１４年９月３日にインタビュー）
⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
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現在，リアルエージェントの比率は７５％で
OTAが２５％程度である。ただし，これはリアル
エージェントの OTA化が進んだ結果でもある。
紙媒体はダウントレンドである。リアルエージェ
ントは価格決定のイニシアティブを握っているが，
リアルエージェントに支払う手数料は手数料と考
えず，販促費用と考えている。他方，OTAは場
貸と考えることができる。OTAは先行受注が非
常に多い。まず OTAの早割から客室が埋まり，
次にリアルエージェント経由の予約が入ってくる。
また，リアルエージェントの手数料も１８％から
１５％程度に下がってきている。ここ最近，客単
価は上昇傾向である。しかし，閑散期である４～
６月と１２～１月は埋めきれない分をメディア系を
利用して低い価格で埋めている。インバウンドは
この５年で増加し，現在は１０％程度である。今
年は１５％程度を占めるのではないかと予測して
いる。ただし，価格帯が高い FIT（Foreign Inde-

pendent Tour：海外個人旅行）を中心にとること
とし，インバウンドを積極的に取りにいくかどう
かは慎重に考えている。
⑵ 収益管理の運用について
予約業務は予約センターに集約して行っている。
損益分岐点を重視し，コストカットの話はあまり
しない。全社員が週次決算で速報値を把握し，損
益分岐点を共有することで，いま何をすべきか
（具体的には，旅前セールス，旅中セールス），な
ぜそうすべきかを明確にしている。目標値は対前
年比で設定している。
また，稼働率を下げないために，オーバーブッ
キングは積極的に行っている。ホテルの選択基準
の傾向として，口コミの影響力が強くなっている
のを感じている。ホームページやブログは現場の
判断で対応している。何を発信するかが重要で，
ホテルライフだけでなく地域ライフに関する情報
も発信するようにしている。
⑶ 収益管理の現状の評価について
沖縄においては，フルサービスホテルのビジネ
スホテル化が進んでいる。この点を見ても収益管
理をしっかりとやっていく必要がある。また，

OTAの普及と PMS（Property Management Sys-

tem）の進化に伴い，顧客管理も容易になってき
ている。当ホテルでは，リピーターとリピーター
以外の顧客を分けて考えている。周りのお客様を
巻き込んでくれるお客様をリピーター顧客として
重視し，部屋のアップグレード等の工夫をして優
遇する施策を取っている。

３．４ ホテルD（２０１４年９月２日にインタビュー）
⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
地元の他の業種とタイアップしながら，地域性
や観光要素を増やしていきたい。それに伴い，
ホームページも拡充する。現状に合わせて，ス
マートフォンにも対応させた。OTAのプランに
ついていえば，地域性，観光要素を組み込んだプ
ランを増やしている。もちろんフェンスは作って
いるし，価格をできるだけ下げない等の方針は変
えていない。また，年間を通して共通のプランは
出してはいるが，中心のコンセプトは季節ごとに
変えている。客数はリアルエージェント，OTA

に関わらず増えている。LCCの影響も大きいと
考えている。当初想定したターゲット層ばかりで
はないが，対応している。
⑵ 収益管理の運用について
ネット予約の普及により，人の手間は増えてし
まった。とりわけ，顧客からの質問に直接に対処
する必要が生じたため，スタッフを増員した。
OTAの手数料は約１０％だがリアルエージェント
の手数料は約１７％であり，７％の違いがある。
しかし，人件費や通信費等のコストの上昇分を考
えると本当に儲かっているか検証が必要である。
⑶ 収益管理の現状の評価について
リアルエージェントが基礎稼働を作ってくれる。
航空会社は以前は１０日前に手仕舞いだったが，７
日前に変わった。リードタイムが短くなった結果，
リアルエージェントも予約期間の幅が広がった。
OTAは１ヶ月前が予約のピークであるが間際ま
で予約が入り，年々シェアも増えている。その結
果，繁忙期や特日等は３週間前にリアルエージェ
ントから出されたキャンセルを OTA経由でリ
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セールできるようになってきた。
また，需要予測についてもデータが蓄積されて
きて精度が向上している。３ヶ月予測のレベ
ニュー会議は定期的に行っているが，リアルエー
ジェントのシェアが大きいため，需要予測はまだ
リアルエージェントに左右される面が大きい。
重視する尺度は RevPARである。ADRももち
ろん大切なのだが，リーマンショック後はオフの
時期は稼働も重視せざるを得ない。料飲施設等の
付帯施設の売上確保のために稼働を重視せざるを
得ないという側面もある。

３．５ ホテル E（２０１４年９月２日にインタビュー）
⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
主力はネット，パッケージと団体である。この
うち，団体の比率は２５％程度となっている。団
体はインバウンドと国内があり，比率はちょうど
半分ぐらい。ネットも現在では短期のものとは限
らず，長期のものも出ている。海外は国によって
リードタイムが異なり，台湾や香港は約３ヶ月，
韓国は約１ヶ月である。
基本的に客室タイプで販売しており，料金プラ
ンは客室タイプを考慮し，全部あわせると５０～
６０種類ぐらいだと思う。特徴的なものとしては，
閑散期に行うタイムセールや朝食割引限定プラン
等がある。
⑵ 収益管理の運用について
レベニューマネジメントのシステムは世界共通
であり，カスタマイズはできない。本部が全デー
タを見ることができるように，すべての項目を入
力している。何をやるにでも本部の許可が必要で
ある。需要の予測はかなり正確である。
見る指標としては，GOP，RevPAR，ADRで

GOPを重視している。
⑶ 収益管理の現状の評価について
沖縄はリアルエージェントとの接点がまだ強い。
稼働率が８０～９０％になれば別だが，リアルエー
ジェントとの付き合いも重要である。
商品プランの事後検証は，週１回のレポート提

出と，月１回のレポート提出で行っている。また，

競合ホテルとの情報共有は，月１回電話で実施し
ている。

３．６ ホテル F（２０１４年９月４日にインタビュー）
⑴ 価格決定（料金プラン）全般の方針について
リアルエージェントとは２年前，１年前，半年
前，３ヶ月という一定範囲内での価格のコント
ロールを行っている。ただ，しっかりと収支を計
算してやっているレベルではない。基本的なスタ
ンスは，価格をそんなにいじらず，極端に上げた
り，極端に下げたりしない方針である。ただこれ
からは価格のコントロールをしっかりやっていく
時期であると考えている。安定的に人気があると
いう状態が理想である。また，個人的な感覚とし
て，OTA経由の予約は特日が弱いという印象が
あるので，この辺も考慮して方針を立てている。
時期にもよるが，どちらかといえばリアルエー
ジェントには OTAよりも価格を高めに出してい
る。
⑵ 収益管理の運用について
基本的に，３ヶ月先でコントロールしている。

最近は，当日割引はしない方針である。Webの
担当者が基本的には運用しており，価格帯をコン
トロールしている。ただし客室数がある程度ある
ので，すべてWebだとオペレーションが困難に
なる。
見ている指標は，GOP，稼働率，RevPARであ
り，RevPARを一番重視している。
⑶ 収益管理の現状の評価について
現在，OTAでは楽天とじゃらんのシェアが大
体同じぐらいである。その他，海外系の expedia，
hotels.com，booking.com，agoda等を利用して
いる。手数料が低いので自社サイトに誘導したい
が，なかなか難しい状況にある。その他，情報提
供のために Facebook（主に海外向け）と HPを
やっているが，効果のほどは不明である。
また最近，宿泊ではないがレストランの方で

LINEを利用している。こちらは，雨の日割引等
のクーポンを流すとリアルタイムでの反応がかな
り良いので，今後も様々な場面で利用していきた
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いと考えている。

４ 収益管理の運用方針の変化及び現状
の評価について

本節では，前章のインタビュー調査の結果をも
とに，収益管理の運用及び現状の評価についての
考察を行う。具体的には，収益管理の運用を担当
しているレベニューマネージャーの位置付け，従
業員の意識の変化，収益管理の運用業務の変化及
びエージェントの移行に伴うコスト構造の変化に
ついての考察を行う。

４．１ レベニューマネージャーの位置付け
インタビューの結果，ホテルの置かれている環
境とハードウェア，対象としている顧客によって
収益管理の運営方針が異なっていることが明らか
になった。ここでは，収益管理の運用を担当して
いるレベニューマネージャーに注目し，その権限
と位置付けについて考察を行う。
まずレベニューマネージャーの位置付けを組織
図の観点からみると，図表３に示されるように大

きく分けて３つのケースに分類することが可能で
あると考えられる。
まずケース１は，レベニューマネージャーは従
来の組織には所属せず，総支配人直属として全体
を統括しているケースである。外資系資本のホテ
ルに多い形態で，レベニューマネジメントの概念
を社員全体で共有できている場合はうまく機能す
るが，そうでない場合は，販売活動を行う際に営
業部等と衝突が起きる場合も想定される。次に
ケース２だが，営業部の中にレベニューマネー
ジャーがいるケースで，リアルエージェント経由
の売上の比率が高く，OTAの比率が低いホテル
にみられる。この場合のレベニューマネージャー
の権限はそれほど強くなく，その範囲が OTAと
自社サイトで販売する枠内だけの場合もある。
ケース３は，OTAの割合がケース２のホテルよ
り高く，収益の主要な柱の一つとして認識されて
いる場合で，レベニュー部の部長としてレベ
ニューマネージャーがいるケースである。ただし
この場合も，レベニューマネージャーの権限の範
囲は OTAと自社サイトで販売する枠内だけにと
どめられていることが多い。

図表３ レベニューマネージャーの位置付け
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４．２ 従業員の意識の変化
リアルエージェント主導の販売形態においては，
客室の販売価格はリアルエージェントとの交渉で
決まる上に，一度決まった価格が変動することは
それほど多くなかったので，前述したレベニュー
マネージャーがそれほど重要ではなかった。しか
し，インタビューの結果からも明らかなように，
レベニューマネジメントが一般化した現状におい
ては，販売価格を１日単位で変えることが可能で
あり，この価格戦略が直接収益に直結するように
なっている。したがって，全社員が収益意識を持
ち，勝手な料金がレベニューマネージャーの知ら
ないところで提示されたり，客室が勝手に販売さ
れたりされないようにすることが，レベニューマ
ネジメントを成功に導く第一歩であると言える。

４．３ 収益管理の運用業務の変化
前述したように OTAが台頭し，リアルエー

ジェントの力が相対的に弱まるにつれ，ホテルだ
けでなく，ホテルをとりまく関連する企業の業務
にも大きな変化が生じている。
リアルエージェントの力が強かった状態におい
ては，ホテルをはじめ，飛行機等の交通機関や地
元の観光産業は基本的にリアルエージェントを相
手に営業すればよく，顧客に販売する旅行プラン
の造成や宣伝活動，販売活動は直接実施する必要
がなかった。しかし，インターネットが普及した
現状においては，顧客と直接対話できるチャネル
と販売チャネルが複数あるので，ホテルはリアル
エージェントに依存することなく宣伝活動や販売
活動を行うことが可能となっている。
手数料の観点から見れば，OTAの手数料はリ

アルエージェントと比較して低いので，OTAを
通じて顧客に販売できるようになれば，手数料の
差分だけ収益を増やすことができる。さらに，自
社サイト（オウンドメディア）を構築し，顧客に
直接販売することができれば手数料がかからない
ので，さらに収益を増やすことが可能である。こ
のような背景から，自社サイトの重要性が高まっ
てきており，自社サイトに顧客を誘導する仕組み

も盛んに検討され始めている（Toh et al., 2011）。
また，インターネットの普及により，様々な業
界でマーケティングにおける口コミの重要性が高
まっており，ホテル業界においても収益を増加さ
せるために，CGM（Consumer Generated Media）
である口コミがますます重要視されてきている状
況にある。インタビュー結果からもホテルが口コ
ミに高い関心を持っており，従来は外部に対して
オープンになっていなかったクレームや賛辞と
いった口コミ情報に積極的に対応していこうとい
う姿勢が見て取れる。しかし，長期的なブラン
ディングを意識した口コミを獲得できるように社
員向けのトレーニングを行っているホテルはそれ
ほど多くないのが現状であり，今後は担当者レベ
ルだけでなく，ホテル全体として対応していく必
要があろう（植竹・青木，２０１３）。
以上の点をまとめると，インターネットの普及
と OTAの台頭により，ホテルは様々なチャネル
から収益を得ることが可能になってきているが，
それに伴い従来はリアルエージェントが担ってい
た販売活動のための人員の雇用や広告宣伝費，
OTAに提供するコンテンツの制作費，自社サイ
トを構築する場合はその構築コストと運用コスト，
そして口コミ対応のためのコスト等の追加的なコ
ストをかけて対応する必要に迫られている。

４．４ エージェントの移行に伴うコスト構造の変化
次にリアルエージェントから OTAへのエー

ジェントの移行に伴うホテル側のコスト構造の変
化について考察する。ここではホテル側のコスト
構造の変化を，コストビヘイビア（cost behav-

ior；原価態様）と原価の裁量性という２つの視
点から考察する。

⑴ コストビヘイビアの変化
コストビヘイビアとは，コストが組織の活動と
どのように関連付けられ，どのような影響を受け
るのかを示したものである。リアルエージェント
を通じて客室を販売する場合には，その発生する
コストの多くは支払手数料であり，売上高に対し
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て変動費的性格を有する。インタビュー調査から
も明らかなように，リアルエージェントの手数料
は OTAよりも高い。この料率の差が，OTAへの
移行を促す１つの要因となっている。図表４は，
一定の固定費がかかると想定した場合に，OTA

とリアルエージェントのコストが操業度に応じて
どのように変動するかを示している。固定費が一
定であれば，コストの合計額は OTAの方が低く
なる。
一方で，ホテルは自社の営業活動の代行に対し
てリアルエージェントに手数料を支払っていると
いう側面がある。リアルエージェントはホテルの
代わりに店舗でホテルの宣伝活動を行い，顧客か
らの要望や質問に対応し，販売スタッフを雇用し
て顧客に対して客室を販売してくれるのである。
この点について，あるホテルは「コストの上昇分
を考えると，OTAが本当に儲かっているのかは
疑問である」とコメントしている。

OTAの手数料がリアルエージェントと比較し
て低いとしても，インタビュー調査から明らかな
ように，OTAは単なる場貸しであり，宣伝や情
報提供はホテル自身で実施することが求められる。
結果として，手数料として発生する変動費率は低
いものの，追加的な人員の雇用や広告宣伝費と
いった費用がホテル側に発生することになる。そ

して，これらの費用の多くは販売量にかかわらず
発生する固定費である。すなわち，リアルエー
ジェントから OTAへの移行は，総原価に占める
固定費率の上昇を促進する（図表５参照）。
コスト構造に占める固定費率が高まると経営レ
バレッジは大きくなり，経営リスクは高まる。今
後，沖縄地区における市場は拡大することが予想
されており，それに伴い稼働率は高水準で推移す
ると予想される。そのような状況においては，リ
アルエージェントから OTAへの移行はコスト面
で有利に働く可能性が高い。しかし，なんらかの
原因で不況に陥ると，コスト面で不利に働く可能
性が高いので注意が必要である。以上の点を考え
ると，コスト面や経営リスクへの対応という点か
らも，OTAへの全面的な移行は考えにくく，繁
閑格差を考慮しながら，それぞれのホテルにとっ
ての最適なミックスを追求することになろう。
⑵ 原価の裁量性
広告宣伝費に代表されるマーケティングのコス
トの多くは固定費であるが，同時に自由裁量原価
（discretionary costs）の性格を有する。自由裁量
原価とは，その発生額を経営者の裁量で決めるこ
とができる原価である。一般的に，自由裁量原価
はそのホテルの事業戦略やプロモーションの方針
に応じて自由に予算を設定することが可能である。

図表４ OTAの割合が低い場合のコスト構造 図表５ OTAの割合が高い場合のコスト構造
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OTAへの移行は，ホテルのマーケティングコ
ストに占める自由裁量原価の比率が増加すること
を意味する。自社で制作するコンテンツの制作費
用，自社サイトの構築とその運用コスト，口コミ
対応のためのコストの多くは自由裁量原価となり，
そのコストの配分や使い方がそのホテルの収益管
理の方針及び良否に大きな影響を与えることにな
る。従来，リアルエージェントに依存していたこ
ろには露わにならなかったそのホテルの販売力，
企画力が収益管理に大きな影響を及ぼすようにな
り，ホテルの序列にも影響を及ぼすようになるだ
ろう。

５ まとめ

近年の OTAの台頭や旅行者の意識の変化によ
り，日本のリゾートホテルにおいても，急速に収
益管理の重要性が高まってきている。その結果，
これまでのリアルエージェントに依存した販売方
法から，リアルエージェントと OTAとを使い分
けた，新しい収益管理の方法が必要になってきて
いる。
このような状況のもと本論文では，沖縄地区に
代表される日本のリゾートホテルにおける収益管
理のあり方について考察してきた。具体的に

は，６社の異なる経営環境と販売戦略を持つリ
ゾートホテルに対して，（１）価格決定（料金プラ
ン）全般の方針，（２）収益管理の運用，（３）収益
管理の現状の評価，についてのインタビュー調査
を行い，その結果をまとめた。そして最後に，イ
ンタビュー調査から得られた知見に基づき，日本
のリゾートホテルの収益管理の現状と問題点につ
いて考察した。
インタビュー調査の結果から，ホテルの置かれ
ている環境とハードウェア，対象としている顧客，
そして販売チャネルの選択の仕方によって収益管
理の方針が異なっており，それに伴ってレベ
ニューマネージャーの位置付けとその権限が異
なっていることが明らかになった。また，レベ
ニューマネジメントが浸透することにより，従業
員の収益意識が変化するとともに，収益管理の業
務内容も大きく変化してきていることも明らかに
した。さらに，リアルエージェントから OTAへ
の移行に伴い，コスト構造も変化しており，繁閑
格差を考慮しながらコスト面や経営リスクへの対
応をしつつ，収益管理を行う必要性についても言
及した。
今後は，ホテルの経営環境や販売戦略に注目し
ながらさらなるアンケート調査及びインタビュー
調査を進め，リゾートホテルにおける新しい収益
管理についての考察を進めていく予定である。

●付記
本研究は，平成２６年度専修大学経営研究所個人研究助
成（テーマ：「繁閑格差の大きいホテルにおけるネット直
販に関する研究」）を受けて行った研究成果の一部である。

●注
１）レベニューマネジメントとはイールド・マネジメント
とも呼称され，ホテル業では販売価格の変更（Rate
Control）と提供客室数の管理（Capacity Control）と
を通じて顧客の需要を管理することである。レベ
ニューマネジメントの定義には様々なものがあるが，
本論文では最も広い範囲をとらえた Crossの「収益を
最大化するために，ミクロマーケットレベルにおける
消費者行動を予測し，製品をその利用度に応じて最適
な価格で提供できるよう精緻な戦略を利用すること」
という定義を採用する（Cross,１９９８）。レベニューマ
ネジメントの目的は，イールド（ホテルの場合は

RevPAR）の最大化を通じて収益を最大化することで
ある。

２）Online Travel Agentもしくは Online Travel Agencies
の略語。
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